
正味財産増減計算書

一般正味財産増減の部

正味財産期末残高収益 費用 当期増加額 一般正味財
産期首残高

一般正味財
産期末残高収益の内訳 費用の内訳

Ａ 受取補助金等 その他の収益 Ｂ 事業費 管理費 その他の費用 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ＋Ｄ

657 496 160 646 420 120 105 10 802 812 812

収 支 計 算 書

当期収入合計額 658 当期支出合計額 659

当期収支差額 � 1

【取引状況】
（平成20年度）

（単位：百万円、百万円未満切捨て、％）

事業収入 機構との取引金額 取引金額の割合

657 265 40•4％

※独立行政法人福祉医療機構との取引の中に競争契約、企画競争・公募及び競争性のない随意契約のものはないため、その金額の内訳及び割合は記載しておりません。

【関連図】

独立行政法人福祉医療機構 財団法人テクノエイド協会
（法律に基づく指定法人）交付金・助成金

（長寿・子育て・障害者基金事業）

【役員の状況】 （平成21年３月31日現在）

役 職 氏 名 機 構 （事 業 団） で の 最 終 職 名

理 事 長 小嶋 弘仲

常務理事 村尾 俊明 理事

理 事 石井 岱三

理 事 伊藤 勇一
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（参考）福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成５年法律第38号）抄

（指定法人による助成業務の実施）

第９条 独立行政法人福祉医療機構は、第７条第１項の規定による指定がされたときは、独立行政法人福祉医療機構法（平成14年法律第166号）第12条第１項第７号の規定による助成の業務のうち、

福祉用具の研究開発及び普及に係るもの（以下「助成業務」という。）の全部又は一部を指定法人に行わせるものとする。

２・３ （略）

（交付金）

第13条 独立行政法人福祉医療機構は、予算の範囲内において、指定法人に対して、助成業務に必要な資金に充てるため、独立行政法人福祉医療機構法第23条第１項の基金の運用によって得られた収

益の一部を交付金として交付することができる。
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